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はじめに 

  

  2008年のリーマンショック以降、世界経済不況とともに海運市況が悪化したことに加

え、好況期に受注した船舶が大量に市場に投入されたため、新造船意欲は大きく低下して

いった。また、中国等の造船設備増強により世界の造船供給能力が増大していることから、

世界の造船業は構造的な著しい需給ギャップに直面しており、この解消にはかなり時間が

かかると見込まれている。 

さらに、2007年秋以降加速した超円高基調は、近来なく長期化し、輸出産業である我が

国造船業・舶用工業を直撃しており、我が国業界は非常に厳しい経営環境におかれている。 

 一方、発展途上国の人口増加や産業化の進展に伴い、世界のエネルギー需要は増加の一

途をたどっている。また、エネルギー源に関しても、地球温暖化防止を図る観点から、二

酸化炭素を排出する化石燃料からの脱却が叫ばれてはいるが、依然として世界の使用エネ

ルギーに占める石油・ガスの割合は大きい。そうした中、北海やブラジル、メキシコ湾、

西アフリカなど、海底掘削により新たな埋蔵石油・ガス資源を生産するオフショア開発が

急速に発展してきており、その掘削・生産・輸送にあたっては、造船・舶用技術の利用が

図られている。 

本調査では、厳しい事業環境にある我が国造船事業者及び舶用機器事業者の新規事業分

野開拓という観点で、世界のオフショア市場の構成や主要システム、プレイヤーなどにつ

いて調査することにより、我が国造船業及び舶用工業の発展に資することを目的としてい

る。 
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1. 基本的な市場成長要因 

浮体式生産設備、大水深掘削リグ、及び大型オフショア支援船の需要は、(1)枯渇する既

存油ガス田に代わる新たなエネルギー資源にアクセスし、成長する世界のエネルギー需要

を満たす必要があること、(2)大水深オフショア海域で大型石油ガス埋蔵層の発見が続いて

いること、(3)技術の進歩に伴ってより深い水深での探鉱開発が可能となっていること、

(4)石油価格の上昇により大水深オフショア開発プロジェクトの採算性が上がっていること、

により牽引されている。 

新たなエネルギー資源開発の必要性 

世界の人口が増加し、産業化が進むに従って世界のエネルギー消費量は増加してきた。

2000年〜2010年の間に世界の一次エネルギー消費量は 28%増加し、石油換算で 94億トンか

ら 120億トンとなった。2010年だけでも一次エネルギー消費量は前年比で 5.6%増加してい

る。 

今後もエネルギー需要の成長は継続すると考えられている。エクソンモービルによる最

新の長期エネルギー予測では、世界のエネルギー需要は 2040年には 2010年比で 30%増に達

するとされている。今後 30年間に世界の経済生産高が倍増し、人口が 70億人から 90億人

に増加するとされていることが世界のエネルギー需要を押し上げる要因となっている。エ

ネルギー需要増の大部分は OECD非加盟国におけるものである。OECD非加盟国では生活水準

の向上によりエネルギー消費量が増加すると考えられている1。 

現在、化石燃料は第一次エネルギーの最大の供給源である。2010年には石油が第一次エ

ネルギー源の 33.5%、天然ガスが 23.8%、石炭が 29.6%を占めた。残る 13.1%の内訳は原子

力発電（5.2%）、水力発電（6.5%）、再生可能エネルギー（1.4%）となっている2。 

エネルギー源多様化への取組みにもかかわらず、予測しうる限りにおいて化石燃料への

依存度は極めて高い水準を保つと考えられている。国際エネルギー機関（International 

Energy Agency: IEA）は 2011年の年次エネルギー予測において、2035年の世界の一次エネ

ルギー需要の 75%が化石燃料で賄われると予測している。同様に、エクソンモービルは

2012年エネルギー予測において、2040年のエネルギー需要の 80%が石油、天然ガス、石炭

で賄われるとしている。 

                                                        

1 ExxonMobil, The Outlook for Energy; A View to 2040, 2012 
2 BP, Statistical Review of World Energy, 2011 
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IEAは、石油生産量が 2010年の日量 8,700万バレルから 2035年には日量 9,900万バレル

に増加すると予測している。年間ベースに換算すると 2035年の石油生産量は 2010年に比

べ 44億バレル増となる。 

将来の需要を満たし、既存油ガス田の生産量の低下を補うためには日量 4,700万バレル

の石油増産が必要となる。IEAが指摘するように、この数字は「中東の OPEC諸国すべての

現在の総生産量の 2倍」である。 

IEAは、将来のエネルギー需要を満たすための生産能力を確保するためには石油・天然ガ

スインフラに 20兆ドルの投資が必要となると推算している。また、IEAは、既存油田の減

衰する生産能力を代替し、かつ、需要増に対応するためには、より開発困難でコスト高な

油ガス田の開発に向かわざるをえなくなり、それに伴って石油価格が上昇すると予測して

いる3。 

加速するオフショア石油・ガス埋蔵層の発見 

2005年までにオフショアで発見された石油埋蔵量は 5,030億バレル、うち約 3,000億バ

レルは生産に至っていないと推定されていた4。それ以来、1,000〜1,500億バレルがブラジ

ル、西アフリカ、その他のオフショア海域で発見された。ブラジルに限っても、新たに発

見されたプレソルト層の石油埋蔵量は「少なくとも 1,230億バレル」と推定されている5。

過去 6年間に発見された埋蔵量と生産量を考慮すると、未開発の世界のオフショア石油埋

蔵量は 3,500〜4,500 億バレルと考えられ、実際の数字はこれを大幅に上回る可能性もある6。 

ある業界アナリストは、「2010年代末には、ブラジルは生産量でイランと肩を並べる石

油大国になっているだろう」と述べている。同アナリストは、ブラジルの石油生産量が

2020年には日量 550万バレルに達すると見ている7。 

同様に西アフリカ沖でも大型油田の発見が続いており、資源供給のポテンシャルは膨大

である。アンゴラ/ナイジェリア沖の原油埋蔵量は北海の原油埋蔵量の 4倍を超えると推定

                                                        

3 IEA, World Energy Outlook, 2011 
4 I. Sandrea and R. Sandrea, Exploration Trends Show Continued Progress in 

World’s Offshore Basins, Oil and Gas Journal, March 2007 
5 Bloomberg, Brazil Oil Fields May Hold More Than Twice Estimates, Jan 2011 
6 陸上とオフショア石油の生産量及び埋蔵量の内訳を示す政府及び業界のデータは存在しな

い。 
7 The New York Times, New Fields May Propel Americas to Top of Oil Companies’ 

Lists, Sep 19, 2011 
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されている8。アンゴラとナイジェリアをあわせたオフショア原油生産量はイランの原油生

産量を 6%上回っており、北海における現在の生産量を 35%上回る。西アフリカのオフショ

ア石油・ガス資源探鉱は初期段階にあり、今後さらに埋蔵層が発見されるにつれて埋蔵量

が拡大することは確実である。 

オフショア原油生産の発展には興味深い歴史がある。100年以上前にカリフォルニア州と

ルイジアナ州で長い木製の桟橋を使用して海岸から数百フィート沖で油井が掘削されたの

がそのはじまりである。陸上から視認できない沖合に設置された初めての洋上プラットフ

ォームは、1947年に水深 50フィート（約 15メートル）の洋上で運転を開始した。1960年

代には、主としてメキシコ湾の浅水域で固定式プラットフォームを利用して日量 100万バ

レル前後が生産されていた。 

以来、オフショア原油生産は飛躍的に成長した。北海、メキシコ湾、西アフリカ沖、ブ

ラジル、オーストラリア他のオフショア原油生産量は、現在日量約 2,400万バレルと推定

されている。ある業界アナリストは「陸上の原油生産量は基本的に横ばいであり、過去 20

年間はオフショアが世界の原油生産の成長を担ってきた」と指摘している9。 

エクソンモービルは、2040年には、大水深油田からの原油供給量は現在の 2倍以上に増

加すると予測している。エクソンモービルによれば、「わずか 10年前は、大水深生産は黎

明期にあった。2025年には、世界の液体燃料の 10%が大水深生産により供給されると考え

られる10」。 

大水深生産の潜在的可能性に関してさらに強気の分析もある。業界アナリスト会社であ

るダグラス・ウエストウッド社（Douglas Westwood）は、大水深生産量が世界石油生産量

に占める割合は 2002年に 3%、2007年に 6%であったと推定し、2012年には 10%に達すると

予測している11。 

大水深探鉱・生産を可能にしている技術革新 

数々の技術革新により探鉱・生産が可能な海域の大水深化が進んでいる。例えば、探査

技術やイメージング技術の進歩、水深 3,000メートルを超える海域で運転可能な掘削リグ

設計の開発、極めて厳しい海象で生産可能な浮体式生産設備の建造、超大水深油田の開発

                                                        

8 BP, Statistical Review of World Energy, 2011 
9 R. Sandra, Future Offshore/Onshore Crude Oil Production Capacities, 2009 
10 ExxonMobile, The Outlook for Energy, 2012 
11 Douglas Westwood, Global Offshore Prospect, Oct 2010 
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を可能にするサブシーシステム（海底生産システム）設計、低温下で海底パイプラインに

より粘性の高い原油を輸送するための技術革新等があげられる。 

大水深探鉱は膨大なコストのかかる事業である。大水深探鉱井の掘削費用は 1井あたり 1

億ドルを超える可能性がある。三次元地震探査（3D震探）技術の利用により、このような

巨額の投資を必要とする掘削の意思決定が容易になっている。当該技術により掘削前に埋

蔵層の規模と構造の情報を収集することが可能となり、石油もガスも産出しない空井戸を

掘ってしまうリスクが低減される。 

物理探査学会（Society of Exploration Geophysicists)は、「3D震探の出現により、複

雑な地層下に所在する複雑な構造の埋蔵層の探査が可能となり、石油上流産業が様変わり

した」としている。3D震探により、ブラジル沖超大水深海域で発見されたような岩塩層下

の埋蔵層のイメージングが可能となった。係る条件下で二次元イメージングを使用した場

合、伝搬波動場(propagating wavefield)に極度の歪みが発生する12。 

ここ 15年間で導入されたドリルシップ及びセミサブ型掘削リグは旧世代のものよりも大

幅に性能が向上している。オフショア掘削装置は旧式設計に比べ大型化しており、搭載可

能重量（バリアブル・デッキロード）も大きく、運転可能水深は 3,000メートルを超えて

いる。掘削リグには自動船位保持(DP)システムが搭載され、係留索を使用することなく掘

削作業現場で定点を保持することが可能である13。掘削効率を最大限に高めるため、高度に

コンピューター化された監視・制御装置、自動化されたパイプ操作、大容量の掘削泥水キ

ャパシティ、大出力のポンプ等が導入されている。 

図表 1.1は第 2世代、第 5世代、第 6世代のドリルシップ及びセミサブ型掘削リグを比

較したものである。近代的な掘削リグは旧式の掘削リグに比べて著しく大型化し、運転能

力も向上していることがわかる。 

 

                                                        

12 Society of Exploration Geophysicists, 3-D Seismic Imaging, 未出版 
13 大水深セミサブ掘削リグには、船上搭載係留索鎖及び/又はポリエステルロープのプリセ

ット係留システムを使用するものもある。 
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図表 1.1 新世代と旧世代のドリルシップ型/セミサブ型掘削リグの比較 

 

浮体式生産設備（FPU)により、これまで開発が不可能であった水深における生産が可能

となり、開発可能な最大水深は常に更新されている。現在水深 2,000メートルを超える海

域に設置されている FPUは 9基であり、最大稼働水深がさらに大きい FPUが 4基発注され

ている。稼働中の FPUにおける最大稼働水深は、メキシコ湾に設置されている Cascade 

FPSOの 2,600メートルである。 

FPUといっても、小規模なものから生産能力が日量 25万バレルを超える大型のユニット

まで幅広い。フル稼働時の大型ユニットは現在の原油価格で一日あたり 2,500万ドルの収

入を生むことになる。 

大水深油田で繰錨作業を行い、遠隔海域で運転される掘削リグや浮体式生産設備へ補給

品を輸送するために必要なオフショア支援船(OSV)は、浅水深油田で使用されている従来の

船舶とは大きく異なる。図表 1.2に示すように、大水深向けアンカーハンドリングタグサ

プライ船（AHTS)とオフショア支援船(OSV)は、浅水域向けの従来の船舶よりも大型かつ強

力であり、操縦性も高いものとなっている。 
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図表 1.2 AHTS及び OSVの主要目 

 

高機能のサブシーシステムの開発が進み、超大水深の厳しい運転環境での原油及び天然

ガスの生産が可能となっている。サブシーシステムは浮体式生産設備上から複数の海底坑

井を監視・制御するとともに、フローラインやライザー、アンビリカルを通じて海底から

産出された原油を FPUに流送するために使用される。 

産出流体に混じった水と砂を海面上に流送して FPU上で分離するかわりに、サブシーシ

ステムを利用して海底で分離する技術も開発されている。海底で水分を分離、再圧入する

ことによりフローラインとライザー内のスペースが確保できる上、分離処理に必要なトッ

プサイド設備を減らすこともできる。 

大水深は低水温環境であるため産出原油の粘性が極めて高くなる可能性があり、パイプ

ラインから FPUまでの生産流体の動きが妨げられる可能性があることから、様々な流路保

全技術の開発が導入されている。例えば、坑井からフローラインとライザーを介して FSU

に送られる生産流体の流路を保全するために、海底または坑井内に電気サブマージドポン

プを使用することや、あるいは、坑井と FPU間を流れる生産流体の断熱のために内側のパ
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イプで流体を送り、保温のために外側のパイプと内側のパイプの間に防熱または加熱媒体

を使用する二重管（パイプ・イン・パイプ）をフローラインとして利用することも考えら

れている。 

大水深部門における技術革新は急速に進んでいる。例えば、大水深掘削においては、間

欠的レーザービーム放射により岩盤を破砕してドリルビッツによる掘削作業を加速すると

いう、レーザー掘削技術の開発が進行している。また、油層からの原油回収率を最大化す

るため、時系列的比較を取り入れた 4D震探がブラジル沖の大水深生産管理で初めて使用さ

れた。さらに、ナノテクノロジー塗料でコーティングした鋼管は、腐食に強い鋼管として

だけではなく、自己修復能力のある鋼管の開発を目指しているという点で、フローライン

とライザー用として評価されている。 

エクソンモービルはテクノロジーが大水深事業に及ぼす影響についての考察において、

「大水深における新技術の多くは航空宇宙の遠隔測定技術と通信産業の技術を大水深用に

適応させたものである」との見解を示している。さらに同社は「我々は急速に進化し、よ

り効率的かつ効果的になっている」14とした。 

堅調な原油価格が支える大水深事業 

原油価格は過去 3年間で 3倍以上に上昇した。図表 1.3に示すように、WTI（ウエスト・

テキサス・インターミディエート）原油スポット価格は 2008年 12月に 30ドルで底を打っ

た後、2011年 12月半ばには 94ドル前後で取引されていた。ブレント原油は 2011年 12月

半ばに 103ドル前後で取引されていた。 

今後、世界のエネルギー需要拡大に伴い、原油価格は比較的高値で推移すると見られて

いる。エネルギー情報局（EIA)は最新の International Energy Outlook(国際エネルギー予

測)の原油需要予測において、2020年の原油価格を 1バレル当たり 108ドル、2025年には

125ドルと想定している15。同様に、IEAは 2011年の World Energy Outlook（世界エネルギ

ー予測）において、2035年の原油価格を 1バレル当たり 120ドルと想定している。 

現在及び予測される原油価格水準は、大水深プロジェクト開発を支えうるレベルである。

例えば、ペトロブラスはブラジル沖超大水深プレソルト油田の生産コストを 1バレルあた

                                                        

14 ExxonMobil, Technology Leads the Way to Deepwater Success, 2011 
15 IEA, International Energy Outlook, 2011 
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り 35〜40ドルと推算している。技術革新により、プレソルト油田における原油の発見、生

産、採油コストが軽減することが予測されており、この数字はさらに下方修正されている16。 

このコストは、現在の、及び予測される原油価格よりも本質的に低く、それが大水深開

発の収益性を示している。また、以前はペトロブラスがプレソルト油田における予想コス

トを 1バレル当たり 40ドル～45ドルとしていたことも特筆すべきである。 

図表 1.3 WTI原油スポット価格の推移

                                                        

16 Rigzone, Petrobras Trims Pre-Salt Breakeven Costs, May 2011 
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2. 浮体式生産システム 

第 2章では、浮体式生産部門について概説する。 

セクション 2.1では各種浮体式生産システムを概観し、現在稼働中ユニットの構成、設

置場所、浮体式生産システム需要の推移、浮体式生産システムの現在の受注残、浮体式生

産システムが必要とされる、計画段階にある新プロジェクトについて概説する。 

セクション 2.2 から 2.9 では、浮体式生産システム部門の主要 8 設備について詳説する。 

セクション 2.2  浮体式生産貯蔵積出設備（FPSO) 

セクション 2.3  セミサブ型生産設備 

セクション 2.4  スパー型生産設備 

セクション 2.5  テンションレグプラットフォーム（TLP) 

セクション 2.6  バージ型生産設備 

セクション 2.7  浮体式 LNG生産設備（FLNG) 

セクション 2.8  浮体式天然ガス貯蔵再ガス化設備（FSRU) 

セクション 2.9  浮体式貯蔵積出設備（FSO) 

それぞれのセクションにおいて、当該浮体式システムの長所と短所、現在稼働中ユニッ

トの構成、所有者、受注残、発注数の推移、主要機器のサプライヤー、購入意思決定要因、

規則及び指針、需要見通し、技術開発の動向、そして日本の造船事業者と舶用機器事業者

にとっての参入機会を考察する。 
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2.1 浮体式生産システムの概観 

2011年 11月現在、世界の浮体式生産システムは 257基である。内訳は FPSOが 62%、セ

ミサブ型生設備が 17%、TLPが 9%、スパー型生産設備が 7%、バージ型生産設備と FSRUが 5%

である。当該時点で稼働している FLNGは存在しない。 

浮体式生産システム総数のうち 11基は当初の設置油田を離れて待機中であり、新たな油

ガス田での転用に対応できる状態にある。再配備可能状態で待機中の浮体式生産システム

は全て FPSOである。2011年 11月現在、既存の浮体式生産システムの稼働率は 95.7%であ

り、さらに 98基の FSOが稼働中又は再配備可能である。FSOは FPSOと似ているが、生産設

備を持たない。 

世界で稼働中の浮体式生産/貯蔵システム 

• TLP 22基 

• セミサブ型生産設備 43基 

• FPSO 160基 

• スパー型生産設備 18基 

• バージ型生産設備 8基 

• FSRU 6基 

• FSO 98基 

図表 2.1は、2011年 11月時点で稼働中もしくは再配備可能である浮体式生産/貯蔵設備

の内訳を運転海域別にまとめたものである。現在稼働している FLNGは存在しないため、こ

の表には含まれていない。 
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 図表 2.1 種類及び運転海域別浮体式生産/貯蔵設備の内訳 

 

2011年 11月時点で発注済みの浮体式生産/貯蔵設備は浮体式生産設備(FPU)が 57基、生

産機能を持たない FSOが 5基である。発注済みの浮体式生産システムのうち、船体を新造

するものが 29基、既存の船体を改造するものが 27基、1基については未定であり、22基

が FPSO のリースサービス事業者向け、35 基が油ガス田オペレーター向けに建造されている。 

発注済みの浮体式生産/貯蔵システム 

• FPSO 40隻（新造 16基、改造 24基） 

• セミサブ型生産設備 4基（新造 3基、改造 1基） 

• TLP 3基（新造） 

• スパー型生産設備 3基（新造） 

• FLNG 1基（新造） 

• FSRU 6基（新造 3基、改造 2基、未定 1基） 

• FSO 5基（新造 2基、改造 3基） 
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現在、浮体式生産システムの発注数ではブラジルが突出している。2011年 11月時点の発

注済み浮体式生産システム 57基のうち、全体の 42%にあたる 24基はブラジル向けである。

残りは北欧向けが 7基、メキシコ湾向けが 6基、東南アジア向けが 5基、西アフリカと地

中海向けがそれぞれ 4基、オーストラリア向けが 3基、インド向けが 1基である。残り 3

基は、油ガス田オペレーターからのリース契約を確保しないまま発注されたものである。 

図表 2.2に示すように、発注済みの FPUの数は過去 2年間に増加している。これは 2009

年半ばに市況が好転したことを反映したものであるが、それでもなお、発注済みユニット

数がピークに達した 2007年半ばを大きく下回っている。 

図表 2.2 浮体式生産システム受注残の推移（FPSO、セミサブ、スパー、TLP、FSRU) 

 

2011年 11月現在、世界 35ヵ所の施設で浮体式生産/貯蔵システムの建造または組立工事

が行われている。これは主要な船体建造またはトップサイドの建設を行っている施設のみ

の数である。図表 2.3に示すように、浮体式生産システムの建造及び改造を行っている施

設は圧倒的にアジアに集中しており、本部門で事業を行っている施設の約半数を占める。

しかし、現地調達を国策とするブラジルも市場で頭角を現しており、浮体式システムの建

造/改造を手がけている施設の約 30%を占めている。 
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 図表 2.3 浮体式生産/貯蔵システムの建造地域 

 

2011年 11月現在、入札、設計、又は計画段階にある開発案件（油層が発見された、又は

開発契約が公表された案件）のうち、浮体式生産/貯蔵システムを採用する可能性のあるプ

ロジェクトは 210件存在している。 

図表 2.4に示すように、ブラジルは浮体式システム利用に最も積極的な地域であり、計

画段階にある 48件のプロジェクトにおいて浮体式生産/貯蔵システムの採用が検討されて

いる。以下、東南アジアが 42件、西アフリカが 39件、北欧 23件、メキシコ湾が 20件、

オーストラリアが 12件である。 
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 図表 2.4 計画中または調査中の浮体式生産/貯蔵システム 

 

水深の点では、世界で 50件のプロジェクト（24%）が超大水深プロジェクトであり、32

件（15%）が水深 1,000〜1,500メートルにおけるプロジェクト、128件（61%）が水深

1,000メートル未満のプロジェクトである。超大水深プロジェクトの 90%以上はブラジル、

メキシコ湾、西アフリカにおけるものである。 

また 54件が入札または最終設計段階にあり、これらプロジェクトの主要構造（船体、ト

ップサイド設備、係留システム等）の契約は今後 1年から 1年半の間に発注される公算が

大きく、その 3分の 2は東南アジア、ブラジル、西アフリカの 3地域である。 

さらに、浮体式システムを採用する可能性のあるプロジェクト 156件が計画又は調査段

階にあり、これらプロジェクトについては 2013年〜2018年の期間に主要構造の契約が発注

されると考えられる。トップはブラジルの 40件であり、西アフリカが 32件、東南アジア

が 21件、北欧が 17件、メキシコ湾が 16件である。 
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2.2 FPSO（浮体式生産貯蔵積出設備） 

FPSOの規模、形状、係留方式、そしてコストは千差万別である。処理プラントの生産能

力が日量 3万〜5万バレルの比較的小型のユニットから、生産能力が日量 25万バレルを超

える超大型ユニットまである。ほとんどのユニットは船型であるが、シリンダー型の船体

を使用する FPSOも少数存在する。FPSOにはウェザーベーニング（外力が最も小さくなるよ

うに回転する）ためのエクスターナル又はインターナルタレット係留装置が搭載されてい

るものもあれば、スプレッドムアリング方式（多点係留方式）で係留されているものもあ

る。油田上に恒久的に設置されるように設計されているものもあれば、速やかな離脱が可

能なものもある。さらに、最近の FPSOには生産能力に加えて掘削機能を持つものもある。

FPSOの資本支出は搭載される生産プラントの設備容量、運転環境等の要素に左右され、2

億ドル弱から 20億ドル強と大きな幅がある。 

FPSOの特性 

FPSOは原油貯蔵能力を有しており、既存の輸送インフラまでのパイプライン敷設が経済

的ではない場所で使用される。運転水深の制限はなく、浅水域油ガス田から超大水深油ガ

ス田まで適用でき、また、静穏な海象から厳しい海象まで幅広い環境で運転可能である。

FPSOは他のタイプの浮体式生産設備に比べて搭載重量の制約が少なく、大型タンカーを船

体として利用していることからデッキ面積が広く、搭載する生産設備の配置にも自由が利

く。余剰タンカーや高齢化したタンカーを FPSOの船体として利用することもできる。最初

に設置された油田における生産が終了した場合、改造して別の油田に移動、再利用するこ

とが可能であるが、実際に再配備された FPSOの数は比較的少なく、再配備の可能性が過大

評価されていたことを示唆している。また、脱離の容易なタレットを搭載した FPSO の場合、

台風/ハリケーン襲来時に安全な海域に退避することができる。FPSOの調達方法としては、

油ガス田オペレーターが資金調達、建造、運転上のリスクを FPSOサービス事業者に転嫁す

ることのできるリース契約が広く受け入れられている。 

しかし、FPSO には短所もある。まず、FPSO 利用に伴うサブシータイバックシステムでは、

海底坑口装置が使用され、一般に保守費が大きい。FPSOのウエザーベーンニングに使用さ

れる複雑なタレット/スウェベル機構は高価であり、タレット/スウィベルの故障が大きな

問題となる可能性もある。中古タンカーの船体を改造して利用することが可能であるが、

最近の改造工事では想定外のコスト超過や遅延が発生した例もある。また、FPSOの再配備
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については、油田の特性がそれぞれに異なり、処理設備や係留システムに必要とされる改

造費が高額となることが考えられるなど、それほど簡単ではない。 

稼働中の FPSO 

2011年 11月現在、稼働中または再配備可能な FPSOは 160基であり、10年前の 67基か

ら 139%増加している。図表 2.5に過去 10年間に稼働していた FPSO数を示す。稼働設備数

の増加は、浮体式生産設備の市況が上昇基調であったことに加え、FPSOが生産ソリューシ

ョンとして優れていたことを反映している。 

図表 2.5 稼働中 FPSO数の推移 

 

FPSOが最も多く配置されている海域は西アフリカ沖であり、現在 37基が稼働している。

2番目はブラジル沖の 32基、北欧と東南アジアがそれぞれ 22基と 23基で 3位と 4位を占

める。図表 2.6に現在稼働中の FPSO数の地域分布を示す。 
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図表 2.6 稼働中の FPSOの設置海域 

 

2011年 11月現在で稼働中または再配備に向けて待機中の FPSOのリスト（オーナー、油

ガス田オペレーター、設置場所、設置年、生産能力、貯蔵能力、最大稼働水深、係留シス

テム、所有形態（リース又は自社所有））を図表 2.7に示す。 
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図表 2.7 稼働中または待機中の FPSO 
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FPSOのオーナー 

FPSOの主要オーナーは BW Offshore、ペトロブラス（ブラジル石油公社）、CNOOC（中国

海洋石油）、SBM、Modec（三井海洋開発）、ExxonMobile、Teekay、Bluewater、Totalであ

る。これらの 9社はそれぞれ 5基以上の FPSOを保有しており、うち 5社は油ガス田オペレ

ーターに FPSOをリースする FPSO供給サービス事業者であり、4社は自社ユニットを保有す

る油ガス田オペレーターである。 

その他の主要オーナーとしては BP、Chevron、Maersk FPSOs、Shell、Bumi Armada、

Woodsideが挙げられる。これらの 6社はそれぞれ 3〜4基の FPSOを保有している。 

図表 2.8に FPSOオーナーのリストを示す。 
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図表 2.8 FPSOの所有形態（2011年 11月現在） 
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受注残 

2011年 11月現在、40基の FPSOが発注済みであり、今後数年にわたって引渡しが予定さ

れている。うち 16基の FPSOは船体を新造するものであり、24基は中古タンカーの船体を

FPSO用に改造するものであった。 

プロジェクト数はシンガポールの造船所が最も多く、40基の FPSOのうち 11基——Keppel

（7基）、Jurong（3基）、Sembawang(1基)——を受注している。これらの FPSOはすべて既

存タンカーの船体を FPSOへ改造するプロジェクトである。ブラジルの造船所は 10基の

FPSOを受注しており、その内訳は、Rio Grande Sul(8基分の船体の連続建造)、Açu造船所

（親会社の OSX向けに 2基の改造）となっている。韓国の造船所は 5基の大型新造 FPSOを

受注しており、内訳は現代（3基）、大宇（1基）、サムスン（1基）である。中国造船所

は 5基の FPSO改造工事を受注しており、内訳は COSCO(3基)、CSSC(1基)、Qingdao 

Wuchuan（青島武晶）（1基）である。加えて、新造シリンダー式 FPSO 2基が Hantong造船

所で建造されていたが、未完成のまま COSCO南通造船所に移されている。また、Dubai 

Drydocksは 4基の改造契約を受注している。ノルウェーの Nymo造船所では FPSO１基が改

造されている。アフリカ向けの 2基の FPSO改造プロジェクトの建造造船所は、まだ決定し

ていない。 

図表 2.9に発注済みの FPSOの詳細を示す。リストは建造者別に構成されており、新造/

改造、オーナー、設置予定の油ガス田、ユニット名、リース/自社所有、設置予定年、最大

稼働水深、生産能力を示している。 
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図表 2.9 発注済みの FPSO 
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発注のトレンド 

図表 2.10に過去 10年間の FPSO発注トレンドを示す。発注のペースは年間平均 20基で

ある。しかし、過去 10年間の年間発注数は最低 7隻、最高 26隻と大きな幅がある。発注

数が最も少なかったのは 2009 年であるが、これは 2008 年～2009 年の世界金融危機により、

すべての種類の浮体式生産設備の発注にブレーキがかかったことによるものである。 

図表 2.10 過去 10年間の FPSO年間発注数 

 

主要な機器サプライヤー 

FPSO の基幹構成物はトップサイド（FPSO 上に搭載される石油・ガスの生産設備）、船体、

係留システムである。 

トップサイドのサプライヤーとしては Dyna-Mac（シンガポール）、Lamprell(アラブ首長

国連邦)、UTC(ブラジル)等が挙げられる。これらの企業は処理設備コンポーネントや発電

機セット等をパッケージ化し、FPSOの船体上に搭載するためのモジュールを構築する。ト

ップサイド・インテグレーターとしては Technip（仏）、KBR(米)、Queiroz Galvão （ブラ

ジル)が挙げられる。トップサイド・インテグレーターは生産設備モジュールの据付け・統

合（インテグレーション）を行い、運転可能なトップサイド設備として完成させる作業を

行う。大型 FPSOに搭載されるトップサイドのコストは 5億ドルを超えることもある。 

FPSO船体コンポーネントのサプライヤーとしては FRAMO（サブマージドポンプ）、

Macgregor(巻上げウィンチ)、NOV/AmClyde(デッキクレーン)等が挙げられる。FPSOに使用
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される船体コンポーネント及び舶用機器はアフラマックス型新造タンカーに使用されるも

のとさほど変わりはないが、FPSOは推進装置を必要としない。大型 FPSO契約の船体部分の

コストは、船体の規模と機器により 1億 5,000万ドルから 2億 5,000万ドルとなると考え

られる。 

係留装置サプライヤーとしては SBM（オランダ)、SOFEC（米国）、Bluewater(オランダ)、

NOV/APL(米国)が挙げられる。これらの企業は FPSOを係留するためのタレット/スウィベル

装置を設計、製造している。SOFECは MODECの子会社である。NOVは最近 APLを買収した。

APLは BW Offshoreが経営権を握っていたノルウェー企業であり、独自のサブマージド・タ

レット設計を保有している。タレット係留装置のコストは、設置水深、ライザーの本数、

スウィベルの複雑さにより 5,000万ドルから 1億ドルとなる。 

図表 2.11は FPSO改造プロジェクトの作業内訳を例示したものである。改造用タンカー

の装置と機器をアップグレードし、FPSO として使用するための追加の設備・機器を調達し、

トップサイドのモジュールを製作/据付するため、多岐にわたる工事が行われる。 

図表 2.11 FPSO改造プロジェクトの作業内訳の例 

 

延命工事（修繕） 

入出渠/一般サービス 

船体工事 
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甲板配管工事 

タンク工事（配管/バルブ） 

甲板機械の修理/総点検 

加熱コイル修理 

油圧システム（圧力試験と修理） 

ポンプ室工事（機械/配管） 

機関室工事（機械/配管） 

宿泊設備のアップグレード 

電気工事 

IGシステムの試験/修理 

防火、泡消火設備の試験/修理 

救命器具の試験/修理 

タンククリーニング 

FPSO改造工事（増設） 

ヘリデッキ 

計量スキッド 

クレーン 

居住区の新設 

ローディングシステム 

アンローディングシステム 

実験施設 

フレアタワー 

係留装置（タレット又はスプレッド方式） 

トップサイド処理モジュール 
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ガス加圧装置 

水圧入装置 

分離装置 

ケミカル圧入装置 

発電装置 

FPSO改造及び建造契約は、一般に小数の指名業者による競争入札にかけられる。油ガス

田オペレーター又は FPSO供給事業者は指名業者として 4～5カ所の造船所を選び、入札資

格を得た造船所が建造又は改造契約の入札に招かれ、最低船価を提示した造船所と契約確

定に向けての交渉が行われる。特にペトロブラスは、契約価格を引き下げさせるためにこ

の交渉プロセスを利用している。しかし、一般的に船主は品質の劣るシステムや機器を受

け入れないため、入札業者は高品質のシステムや機器のコストを反映した船価を提示する。 

FPSO部門では船主と造船所の間につながりができている。FPSO改造契約では SBMが

Keppelと比較的強力な関係を築いており、MODECは Jurongと比較的強力な関係を持ってい

る。しかし、最近このような船主と受注造船所との関係が弱まる傾向も見られる。 

最近、FPSOの建造・改造を設置国で行うことを義務づける傾向が高まっている。特にブ

ラジルは、FPSOを始めとするオフショア設備の工事をブラジルの造船所で行うことを義務

づける国策を取っている。ブラジル以外でも現地調達政策が広がることが予測される。 

規則及び指針 

多くの船級協会が FPSO設計及び建造規則及びガイドラインを作成している。例えば、米

国船級協会（ABS)は「オフショア設置施設の建造及び船級検査ガイド 」(Guide for 

Building and Classing Facilities on Offshore Installations)(2009年)、「浮体式生産

設備の建造及び船級検査規則」(Rules for Building and Classing Floating Production 

Installations)（2009年）、「FPSO設備向け動的ローディングアプローチの指針」(Guide 

for Dynamic Loading Approach for FPSO Installations)(2010年)、「FPSO施設向け光学

的疲労分析」(Guide for Spectral-Based Fatigue Analysis for FPSO Installations)

（2010年）といった指針及び規則を作成している。DNVは「DNV-OSS-102 浮体式生産貯蔵

積出設備船級規則」（DNV-OSS-102 Rules for Classification of Floating Production 

Storage and Loading Units）(2010年)を作成している。 
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FPSO設計及び構造要件に関する業界指針も存在する。例えば、英国オフショアオペレー

ター協会は「英国大陸棚サービス向け FPSO設計ガイダンスノート」(Design Guidance 

Notes for FPSOs for UKCS Service)を作成している。 

FPSO需要予測 

FPSOは今後 5〜10年間に年間平均 20〜28基、最も可能性が高いのは年間 24基発注され

ると予想される。この予測は、International Maritime Associates (IMA)が 2011年 3月

に行った将来の浮体式生産設備市場の分析に基づいたものである。 

発注数予測は以下の 3つのシナリオに基づくものである。 

• 基本シナリオ−−短中期的原油価格が 1バレル 90〜110ドルで推移する。これは基本

的に原油先物取引価格の水準である。 

• 下方シナリオ−−短中期的原油価格が 70〜90ドルで推移する。これは石油会社が投資

決定に使用する控えめな原油価格予測を反映したものである。 

• 上方シナリオ−−短中期的原油価格が 110〜150ドルで推移する。これは中東及び北ア

フリカの政情不安と原油供給の乱れが長期的にわたる可能性を反映したものである。 

基本シナリオでは、今後 10年間の FPSOの年間平均発注数は過去 10年間の年間平均発注

数 15基の 60%増となる。上方シナリオでは過去 10年間の 87%増となり、下方シナリオでは

過去 10年間 33%増となる。 

FPSO技術開発の動向 

設置海域の大水深化が進むにつれて、浮体式生産設備の係留装置の重要性が高まってい

る。FPSO 業界は、超大水深用係留索として新世代の高剛性ロープの開発に取り組んでいる。

ペトロブラスは他社に先駆けて合成繊維係留索を採用し、同分野の研究開発をリードして

いる。 

現在のところ、FPSOは専ら特定の油ガス田の要件にあわせて設計・建造されている。別

の油ガス田に移動して再利用することも可能であるが、トップサイド設備やその他のシス

テムを新たな設置先となる油ガス田の特性に合わせて改造するためには巨額の投資が必要

となる。最初に設置された油ガス田における生産作業が終了した後、比較的容易に別の油

ガス田に移動することが可能な汎用 FPSOの設計には大きな関心が持たれているが、実際の

ところ、エクソンモービル向けリース用に建造された最初の汎用 FPSOである Falcon FPSO

は、アフリカ沖の油ガス田で短期間使用された後に係船されたままとなっている。しかし、
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業界は汎用 FPSOに依然として関心を持っており、市場性のある汎用 FPSO設計開発への取

り組みは今後も継続すると見込まれる。 

また、早期生産設備への自動船位保持システム（DP）の搭載に業界の関心が高まってい

る。ペトロブラスは現在 DP搭載 FPSO１基を運転しており、近い将来さらに 1基の DP搭載

FPSOを調達することを検討している。ブラジル以外の海域でも、原油の早期生産開始に向

けて初期生産システムとして DP搭載 FPSOが調達されることが考えられる。特に、原油価

格が 1バレルあたり 120〜150ドルに上昇した場合はその可能性が高い。 

新しい設計の FPSOを開発する取り組みも続いている。SSP Offshoreは、底部に重心を置

いて復原性を保つカップ状の船体（SSP）を使用した円形 FPSOの開発を進めている。同社

は、日量 8万バレルの処理能力を有するプラント搭載能力と 200万バレルの原油貯蔵能力

を有する SSPユニットの設計を開発した。同設計は造船所以外の環境でも浮体部分の建造

が可能であることを売り物としている。 

FPSO分野において新型設計に顧客の支持を得るのは難しい。新型設計の導入に失敗した

例として、MPF社が開発した生産/掘削ハイブリッド設計の FPSOが挙げられる。MPF-01の

建造コストは 10億ドルに達し、開発会社は倒産した。最近ではノルウェー企業である

Sevan Marineの事例がある。世界初のシリンダー型 FPSOを導入した Sevan Marineは、別

会社との合併によりかろうじて倒産を免れた。このように、新型設計の FPSO導入は不首尾

に終わっていることから、業界は消極的である。 

日本の造船所及び舶用機器サプライヤーにとっての参入機会 

推進装置を除き、FPSO市場にはタンカー市場と共通の舶用機器を供給する機会がある。

FPSOはデッキ上に原油処理プラントを搭載したタンカーと言える。FPSOにはポンプ、発電

機、ウィンチ等日本企業が供給能力を有する舶用機器が必要とされる。 

日本の造船所が将来の FPSO建造プロジェクトに入札することは可能であるが、FPSO建造

契約の厳しい競争環境が新規参入の障壁となっている。韓国造船所は高性能 FPSO建造分野

で、中国は小型～中型の FPSO船体の建造分野で、シンガポール造船所は FPSO改造分野で

確固たる地位を築いている。設置先国で FPSOの建造・改造を義務づける現地調達要件が拡

大していることが日本の造船所の同市場への参入にとってさらに大きな障壁となっている。 
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2.3 セミサブ型生産設備 

セミサブ型生産設備は規模と複雑さの点で多様であり、インド沖に設置されている日量 2

万バレルの生産能力を有する Taharaのような比較的シンプルなユニットから、メキシコ湾

に設置されている石油生産能力日量 25万バレル、天然ガス生産能力日量 2億立方フィート

の Thunder Hawkに至るまで幅広い。セミサブ型生産設備は、主にブラジル、北海、メキシ

コ湾のオフショアに設置されている。 

セミサブ型生産設備の特性 

セミサブ型生産設備はデッキ面積が比較的広く、デッキ上に搭載される処理設備の配置

の点で柔軟性がある。また、セミサブ型生産設備は多数のライザーを受け入れることが可

能であり、喫水が深いため比較的海面の挙動の影響を受けにくい。このため、特に広範囲

の海底に多数の坑井が設置されている複雑な大水深油ガス田における利用に適している。

稼働水深には比較的制限がなく、現在 1基（Independence Hub)が水深 2,440メートルの海

域に設置されおり、水深 3,600メートルを超える海域に設置可能な設計も存在する。セミ

サブ型生産設備を最初の設置場所から別の油ガス田に移動して再利用することは可能であ

るが、再配備された実例は比較的少ない。 

セミサブ型生産設備の短所としては、貯蔵機能を持たないことがあげられる。生産され

た石油はパイプラインで輸送するか、FSO（浮体式貯蔵積出設備）を併用して貯蔵/積出し

を行う必要がある。また、大水深における係留荷重により、セミサブ式生産施設の搭載可

能重量は限られたものとなる。さらに、ドライツリー（海上坑口装置）用の設計も開発さ

れているが、これまでのところセミサブ型生産設備を利用したプロジェクトではウェット

ツリー（海底坑口装置）しか採用されていない。 

稼働中のセミサブ型生産設備 

2011年 11月現在、稼働中のセミサブ型生産設備は 43基である。10年前の稼働ユニット

36基に比べ 19%増加している。過去 10年間のセミサブ型生産設備数には、FPSOほどの成長

は見られなかった。セミサブ型生産設備数の増加の大部分は 1980年代から 1990年代初期

に見られるが、これは、この時期に多くの余剰掘削リグが発生し、生産プラットフォーム

に改造されたことによるものである。なお、過去 10年間にセミサブ型生産設備 1基が事故

で沈没している。 

図表 2.12に稼働しているセミサブ型生産設備数の推移を示す。 
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図表 2.12 稼働セミサブ型生産設備数の推移 

 

現在稼働しているセミサブ型生産設備の多くがブラジル沖に設置されている。ブラジル

沖では現在 18基のセミサブ型生産設備が稼働している。2位は北欧で、現在 13基が北海で

稼働している。3位はメキシコ湾で、8基が稼働している。図表 2.13にセミサブ型生産設

備が設置されている海域を示す。 

図表 2.13 稼働中のセミサブ型生産設備の設置海域 
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現在稼働中または再配備可能なセミサブ型生産設備について、それぞれのオーナー、油

ガス田オペレーター、セミサブ設置場所、設置年、生産能力、最大稼働水深、所有形態

（リース又は自社所有）を図表 2.14に示す。 
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図表 2.14 稼働中のセミサブ型生産設備 
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セミサブ型生産設備のオーナー 

図表 2.14に示すように、セミサブ型生産設備のオーナーは大手 2社に集中している。ペ

トロブラスと Statoilの 2社が現在稼働中の 43基のセミサブ型生産設備のうち 25基を所

有しており、残りは各 1〜2基を保有する 17社に分散している。 

受注残 

2011年 11月現在、セミサブ型生産設備 4基が発注されている。このうち 3基は設置され

る油ガス田の特性に合わせて新造されるものであり、1基は新たな油ガス田で再利用するた

めに中古のセミサブ型生産設備を改造するものである。新造はブラジル（Atlantico 
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Sul/Rio Grande)、中国（COSCO南通造船所)、マレーシア（MMHE)で行われているが、改造

工事を行う造船所は未定である。 

図表 2.15に現在発注済みのセミサブ型生産設備を示す。 

図表 2.15 発注済みのセミサブ型生産設備 

 

発注トレンド 

図表 2.16に過去 10年間のセミサブ型生産設備の発注数の推移を示す。発注のペースは

年間平均 1.7基であり、年間発注数は 0〜3基である。FPSOと同様、世界金融危機の影響を

受けた 2009年はセミサブ型生産設備にとって凶年であった。 

図表 2.16 過去 10年間のセミサブ型生産設備の発注数の推移 

 

主要機器サプライヤー 

セミサブ型生産設備の 3つの基幹構成物はトップサイド、船体、係留装置である。 
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トップサイドには生産流体セパレーター、水分圧入システム、ケミカル圧入システム、

ガス圧縮システム、発電モジュール等が含まれる。最近セミサブ式生産システム用トップ

サイドの納入実績を有する企業は Technip(仏)、Kiewit、GIF、McDermott(米国)、Aker 

Stord(ノルウェー)、Quip（ブラジル）である。これらの企業はトップサイド設備の供給と

インテグレーションのターンキー契約（一括契約）を手がけている。大型のセミサブに搭

載される生産設備のコストは 6〜10億ドルであり、Quipが受注したペトロブラス向け P 55

セミサブ型生産設備のトップサイドの供給契約価格は 8億 5700万ドルとされている。 

船体は船体ブロック、デッキ構造物、居住設備等で構成される。これらのコンポーネン

トは、建造ターンキー契約の一環として造船所が調達する。 

セミサブ式生産装置の係留装置にはワイヤーロープまたはポリエステルロープ、サブシ

ーアンカー、チェーン、ウィンチ等がある。一般的に、セミサブ式生産施設は各コーナで 2

本から 4本の係留索を使用して海底に固定される。浅水深セミサブにはしばしば係留チェ

ーンが使用され、チェーン長は水深のおよそ 5倍である。大水深に設置されるセミサブで

はカテナリー式のワイヤー/チェーン係留装置が使用される。係留索の上部はワイヤーまた

はポリエステルロープであり、下部にはアンカーチェーンが使用され、海底のアンカーに

固定される。カテナリー係留索の長さは一般に水深の 5倍から 6倍である。ポリエステル

係留索を使用した緊張脚(taut leg)係留方式も利用されている。緊張脚係留方式における

係留索の長さは、一般に水深の 1.4倍である。セミサブ型生産設備の係留索の主力サプラ

イヤーとしては Bridon(英国)、Parker Scanrope（ノルウェー）、Lupatech CSL（ブラジル）

が挙げられる。 

購入決定要因 

セミサブ型生産設備は海洋工学技術と石油処理プラント技術を組合せた複雑な浮体式設

備である。運転には危険が伴い、故障等により運転不能となった場合、収入が失われ巨額

の損失が出ることから、一般にセミサブ型生産設備のオーナーは割高でも品質と信頼性の

高い製品を求める。 

図表 2.14に示したセミサブ型生産設備のオーナーは、造船所と主要設備のサプライヤー

にとって受注の鍵を握る重要な顧客である。セミサブ型生産設備を設置する特定の油ガス

田の特性に基づいて、オーナーが生産プラントに必要とされる主要システムを特定する。
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特に、稼働中及び計画中のセミサブ型生産設備の数が群を抜くペトロブラスの影響力は大

きい。 

セミサブ型生産設備の改造及び建造は、一般に少数の指名造船所による競争入札にかけ

られる。油ガス田オペレーターは、まず 3〜5カ所の造船所を入札の資格を持つ事業者とし

て指名し、これら造船所が建造又は改造契約の入札に招かれ、一般に最低入札価格を提示

した造船所と確定契約に向けての交渉が行われる。特に、ペトロブラスはこの過程を契約

価格の引き下げ交渉に利用しているが、顧客は一般に品質の劣るシステムや機器を受け入

れず、入札者はシステムや機器のコストを反映した価格を提示する。 

ペトロブラスは Keppel FELSと比較的強力な顧客/サプライヤー関係を持っていたが、ブ

ラジル国内に複雑な浮体式生産設備を建造する能力が成長しつつあることから、風向きが

変わっている。 

ブラジルでは、セミサブ型生産設備の国内完全建造に向けて現地調達要件が強化されつ

つある。最近までは、現地で実施することを義務づけられているのは主としてトップサイ

ドモジュールの建造と統合工事に限られていた。現在では、トップサイドの建造・統合だ

けでなく、船体もブラジルで建造することが義務付けられている。 

規則及び指針 

セミサブ型生産設備の設計及び建造の規則及び指針を様々な船級協会が作成している。

例えば、ABSは「オフショア設置施設の建造及び船級検査ガイド」(2009年)及び「浮体式

生産設備の建造及び船級検査規則」（2009年）でセミサブ型生産設備向けの指針及び規則

を規定している。ロイズ船級協会は「定位置に設置された浮体式洋上設備の船級規則及び

規定」(Rules and Regulations for the Classification of a Floating Offshore 

Installation at a Fixed Location)(2008年)でセミサブ式生産施設をカバーしている。 

セミサブ型生産設備の需要予測 

前述の IMAが行った分析によれば、セミサブ型生産設備は、今後 5〜10年間に年間平均

1.8〜2.6基、最も可能性が高いところで年間 2.2基が発注されると予想される。 

セミサブ型生産設備の年間発注数は過去 10年間の年間平均発注数よりも約 30%増となる

公算が最も高い。これは、浮体的生産部門が全般的に成長していることと、生産ユニット

の発注が今後も加速するとの期待を反映したものである。 
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将来の技術トレンド 

セミサブ型生産設備の大水深化が進み、係留索長が大きくなるにしたがって、剛性の高

い係留索が要求されると考えられる。Kevlarのような引張り強度の高い繊維等、先進繊維

技術を使った係留索の開発に相当な努力が払われている。Lupatech CSLは大水深プロジェ

クト向けの剛性の高い係留索の製造で業界をリードしている。 

日本の造船所及び舶用機器サプライヤーにとっての参入機会 

前述したように、超大水深用の高剛性繊維係留索の開発に相当な関心が持たれており、

東洋紡が開発した Zylon技術など、先進的な係留索の設計と供給は日本企業にとって興味

深いビジネス機会となる可能性がある。
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2.4 スパー型生産設備 

最初のスパー型生産設備の設計は全長 200メートルを超えるシリンダー構造を基にして

おり、これを起立させてトップサイドを支えるものであった。1990年代の後半にフルシリ

ンダー構造スパー3基が建造され、4基目からはトラス構造のスパーが取って代わった。ト

ラススパーは、上部の浮体構造体（hard tank)と下部のトラス構造体で構成されている。

小規模油ガス田向けのバリエーションとして、セルスパーや、3本のシリンダーを用いたセ

ミサブとスパーのハイブリッド式である MinDoc設計が開発されている。 

スパー型生産設備の特性 

スパーにはドライツリー（海上坑口装置）の設置が可能である。坑井保守が特に重要な

課題となるメキシコ湾のオペレーターはドライツリーを好む。ドライツリーの採用により、

海底での保守作業が軽減される。スパー型生産設備はテンションレグプラットフォーム

（TLP）よりも水深の制限が少なく、Perdido Hostスパーは水深 2,440メートルの海域に設

置されている。スパーは貯蔵設備としても利用できるが、これまで貯蔵設備として使用さ

れた前例はない。スパーには掘削機能を搭載することも可能である。 

スパー型生産設備の難点は、設置サイトまで浮体を水平状態で曳航し、ヘビーリフトや

フロートオーバーを使用して洋上で浮体部分とトップサイドを接合する必要がある点で、

この作業には非常にコストがかかる可能性がある。また、搭載重量が大きいスパーは、係

留システムに障害が発生した場合に不安定となることが考えられる。理論的にはスパーを

別の油ガス田に移動して再利用することは可能であるが、これまで再配備されたスパーは

存在しない。再配備する場合は洋上で改造し、新たな設置場所まで起立状態で曳航する必

要がある。 

稼働中のスパー型生産設備 

2011年 11月現在、18基のスパー型生産設備が稼働している。この数字は 10年前に稼働

していたスパー型生産設備の 6倍である。図表 2.17は過去 10年間の稼働スパー型生産設

備数の推移を示したものである。スパー型生産設備の需要を牽引しているのは、浮体式生

産市場の一般的な成長と、産出される流体のパラフィン及びハイドレート含有率が高く、

坑井保守コストを最小限に抑えるためにドライツリーを必要とするメキシコ湾の大水深油

ガス田でスパーの需要が高いことである。 

 

－ 41 －



 

図表 2.17 稼働スパー型生産設備数の推移 

これまでのスパー型生産設備はすべて設置先の油ガス田の特性に合わせて建造されたも

のである。図表 2.18に示すように、稼働中のスパー型生産設備 18基のうち 17基がメキシ

コ湾に設置されている。現在マレーシア沖で稼働しているスパー型生産設備は FPSOと併用

して運転されている。 

図表 2.18 稼働中のスパー型生産設備の設置海域 

 

現在稼働中または再配備可能なスパー型生産設備について、それぞれのオーナー、石油

ガス田オペレーター、設置場所、設置年、生産能力、貯蔵能力、水深、係留システム、所

有形態（リース又は自社所有）を図表 2.19に示す。 
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図表 2.19 稼働中のスパー型生産設備 

スパー型生産設備のオーナー 

スパー型生産設備の主要オーナー/オペレーターは Anadarkoである。同社は 3基のスパ

ー型生産設備を自社保有し、さらにキャピタル・リースにより 3基のスパー型生産設備を

支配している。BPと Murphyがそれぞれ 3基でこれに続いている。残りは Chevronが 2基、

エクソンモービル、ATP/Bluewater、Shell、Williamsがそれぞれ 1基を所有している。 

受注残 

2011年 11月現在、発注済みのスパー型生産設備は 3基である。3基とも船体を新造し、

特定の設置サイトに合わせて建造されているものである。2基はフィンランドの Technip 

Poriヤードで建造中であり、1基はルイジアナ州の GIFI（Gulf Island Fabrication,Inc)

で建造されている。図表 2.20に建造中の 3基の詳細を示す。 
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図表 2.20 発注済みのスパー型生産設備 

 

発注トレンド 

図表 2.21は過去 10年間のスパー型生産設備発注数の推移を示したものである。年間平

均発注数は 1基であり、2007〜2010年の発注数はゼロであった。 

図表 2.21 過去 10年間のスパー型生産設備発注数 

 

主要機器サプライヤー 

スパー型生産設備のトップサイドには生産流体セパレーター、水分圧入システム、ケミ

カル圧入システム、発電モジュールが含まれる。最近スパー型生産設備トップサイドの納

入実績を持つサプライヤーは Kiewit、GIFI、McDermott（米）である。これらの企業はトッ

プサイド設備の供給と統合を一括して請負うターンキー契約を手がけている。スパー型生

産設備に搭載されるトップサイドのコストは 2〜3億ドルとなる。 

スパー船体は円筒形の浮体、トラス構造物、デッキ構造物、居住設備等で構成されてい

る。フィンランドの Technip Poriヤードがスパー船体の供給で最も強い存在感を示してい

る。搭載される甲板機器は多様である。例えば、Logan Industriesは Shellの Perdidoス

パー向けにソフトロープ・トラクションウィンチを納入している。 
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スパー型生産設備の係留索は没水したコラムの海面下 3分の 1に接続される。係留索と

してはワイヤーロープ、ポリエステルロープのいずれの使用も可能であり、長さは設置場

所の水深に左右される。例えば、メキシコ湾の Perdido Sparは係留システムに直径 246ミ

リメートルのポリエステルロープ 35,000メートルを使用している。スパー用の係留索の納

入実績を有する企業として Bridon（英）と Whitehill (米)が挙げられる。 

購入決定要因 

スパー建造事業者と主要システムサプライヤーの重要な顧客は BP、Anadarko、Shell等

の油ガス田オペレーターである。最近これらのオペレーターは生産プラットフォームとし

てスパー型設計採用に前向きであり、主要な搭載機器は設置先の油ガス田の特性に合わせ

てオペレーターが指定している。 

スパー式生産設備の建造契約は一般に競争入札で発注されるが、競合する企業の数は極

めて限られており、Technipと FloaTEC(McDermottと Keppel FELSの合弁事業)が主力 2社

である。FPSO等と同様、顧客は一般に品質の劣るシステムや機器を受け入れず、入札者は

システムや機器のコストを反映した価格を提示する。 

規則及び指針 

スパー型生産設備の設計及び建造の規則及び指針を様々な船級協会が作成している。例

えば、ABSの「オフショア設置施設の建造及び船級検査ガイド」(2009年)、「浮体式生産

設備の建造及び船級検査規則」（2009年）、ロイズ船級協会の「定位置に設置された浮体

式洋上設備の船級規則及び規定」(2008年)でスパー型生産設備をカバーしているほか、DNV

は「大喫水浮体式生産設備/スパーの構造設計」(DNV-OS-C106 Structural Design of Deep 

Draft Floating Production Units/Spars)(2009年)でスパーを扱っている。 

スパー型生産設備の需要予測 

前述の IMAの分析に基づくと、スパー型生産設備は今後 5〜10年間に年間 2〜4基の需要

が発生すると考えられ、最も可能性が高いのは年間平均 3基である。 

スパー技術開発の動向 

船体建造に要する鋼材量を削減し、船体を大型化することなく可変搭載可能重量を増や

すことを目標として、設計の改良により船体の浮力を増す研究が行われている。 

日本の造船所及び舶用機器サプライヤーにとっての参入機会 
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日本の造船所の経験を利用して経済性の高いスパー船体を開発する可能性はあるが、ス

パー型生産設備市場は極めて小規模な成熟市場であり、新規参入するだけの価値があるか

どうか疑問である。 
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2.5 テンションレグプラットフォーム（TLP) 

現在稼働している TLPには、生産設備を搭載したプロダクション TLPと、坑口装置を海

上に設置するためのプラットフォームとして使用されるウェルヘッド TLP の 2 種類がある。

プロダクション TLPは原油処理・積出機能を備えた独立型ユニットであり、Shenzi TLPが

その一例である。ウェルヘッド TLPは生産機能を持たないため、生産機能を持つ設備と併

用される。Kizomba A及び Kizomba Bがウェルヘッド TLPの例として挙げられる。 

TLP生産設備の特徴 

TLPはテンドンと呼ばれる係留用鋼管の張力により、波浪中の動揺が極めて少なく、海上

坑口装置（ドライツリー）を搭載するための安定したプラットフォームとなる。生産流体

のハイドレード/ワックス含有率が高い油田では坑井保全コストを抑えることが大きな課題

であり、海上仕上げを可能にする TLP には大きな利点がある。ドライツリーの採用により、

海底保守作業に関連するコストの大部分を回避することができる。また、TLPには掘削機能

を搭載することも可能である。さらに、TLPの係留に要する海底面積は小さい。 

しかし、設置水深が大きくなるとテンドンの重量が飛躍的に大きくなるため、超大水深

油ガス田ではデッキ搭載荷重が制限される。コンセプトとしては最大水深 2,700メートル

で運転可能な軽量デッキロード TLPの設計が存在するが、実際に発注された実績はない。

現在、TLPの最大運転水深は Magnolia TLPの 1,430メートルである。加えて、TLPには本

質的に不安定なものもあり、テンドンに障害が発生した場合は転倒する危険性がある。

Typhoon TLPはハリケーンにより係留装置にダメージを受けて転倒した。 

稼働中の TLP 

2011年 11月現在、世界で 22基の TLPが稼働している。これは 10年前の稼働数の 57%増

である。図表 2.22に過去 10年間に稼働していた TLP数を示す。 
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図表 2.22 稼働 TLP数の推移 

 

現在稼働中の TLPのうち 15基がメキシコ湾に設置されている。TLPはドライツリーの搭

載が可能であることから、メキシコ湾における生産システムとして好まれてきた。さらに

西アフリカで 4基、北欧で 2基の TLPが稼働中である。東南アジアで稼働している TLPは 1

基である。西アフリカで稼働中の 4基の TLPのうち 2基と東南アジアで稼働している 1基

はウェルヘッド TLPであり浮体式生産システムと併用されている。 

図表 2.23 稼働中の TLPの設置海域 
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現在稼働中または再配備可能な TLPを図表 2.24に挙げる。前述したように、TLPはすべ

て特定の油ガス田の特性に合わせて新造されたものであり、1基を除いて全ての TLPを油ガ

ス田のオペレ—ターが所有しており、いずれの TLPにも貯油機能はない。 

図表 2.24 稼働中の TLP 
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TLPのオーナーシップ 

Shellはメキシコ湾で 5基の TLPを運転しており、Statoil、Hess、ExxonMobile、

ConocoPhillips、BHP、Agipがそれぞれ 2基、Chevron、BP、Total、Helix(Anadarkoにリ

ース)、Palm Energyがそれぞれ 1基を保有している。 

受注残 

2011年 11月現在、3基の TLPが発注されており、全て設置油ガス田の特性に合わせた新

造 TLPである。2基は韓国において建造中で、サムスンが Shell向けに、大宇が Chevron向

けに TLP船体を建造している。これらはいずれもプロダクション TLPである。残り 1基は

ブラジルの Brasfelsで建造されている。この TLPはウェルヘッド TLPとして FPSOと併用

してブラジル沖に設置される。図表 2.25に現在建造中の 3基の詳細を示す。 

図表 2.25発注済みの TLP 

 

発注のトレンド 

図表 2.26に過去 10年間の年間 TLP発注数を示す。平均発注数は年間 1基強であり、10

年間で合計 11基が発注されたが、その大部分は最初の 5年に発注されている。 
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図表 2.26 過去 10年間の TLP発注数 

 

主要機器サプライヤー 

TLPの 3つの基幹構成物はトップサイド、船体、テンドン係留装置である。 

トップサイド設備には生産流体セパレーター、水分圧入システム、ケミカル圧入システ

ム、ガス圧縮装置、発電モジュールが含まれる。最近 TLPのトップサイドの納入実績を持

つサプライヤーは Kiewit、GIFI、McDermott（以上、米）、Brasfels（ブラジル）である。

これらの企業はトップサイド設備の供給と統合を一括して請負うターンキー契約を手がけ

ている。 

Modec、SBM、FloaTEC（McDermottと Keppel FELSの合弁事業）が TLP船体の標準設計を

提供している。油ガス田オペレーターの中には、独自の TLP設計を保有するものもある。

例えば、Shellは Olympusプロジェクト向けに独自の TLP設計を開発した。船体部分は船体

ブロック、デッキ構造物、居住設備等で構成されている。これらの構造物はターンキー契

約の一環として造船所が調達する。TLP船体建造造船所としてはサムスンと大宇が主力であ

る。TLPに搭載される甲板機械は多様であり、例えば Hochangは、Kizomba B TLPのペデス

タルクレーンの納入実績を持つ。 

McDermottは、現在ペトロブラスがブラジル沖設置に向けて建造中の TLPにテンドンを供

給している。同プロジェクトのテンドン係留装置は Oil Statesが供給する。 
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購入決定要因 

Chevron、Petrobras、Shellのような油ガス田オペレーターが TLP建造契約と主要機器サ

プライヤー決定の鍵を握っている。最近これらのオペレーターは生産プラットフォームと

して TLP設計採用に前向きであり、主要な搭載機器は設置先の油ガス田の特性に合わせて

オペレーターが指定している。 

厳しい運転環境と故障等により運転が停止した場合の損失を考慮して、一般に顧客は品

質の低いシステムや機器を受け入れないため、入札に際して事業者は高品質のシステムや

機器のコストを反映した入札価格を提示する。 

規則及び指針 

TLPの設計及び建造の規則及び指針を様々な船級協会が作成している。例えば、ABSの

「オフショア設置施設の建造及び船級検査ガイド」(2009年)や「浮体式生産設備の建造及

び船級検査規則」（2009年）、ロイズ船級協会の「定位置に設置された浮体式洋上設備の

船級規則及び規定」(2008年)で TLPをカバーしている。DNVは「TLPの構造設計」(DNV-OS-

C105 Structural Design of TLPs )(2009年)で TLP建造の標準を規定している。 

TLPの需要予測 

IMAの分析によれば、今後 5〜10年間の TLP発注数は過去 10年の平均発注数と同じ年間

1基程度と考えられる。今後もオフショア油ガス田開発がさらに大水深化することを前提と

すると、大水深生産設備のプラットフォームとして TLPが好まれないことから、TLP発注数

は横ばいとなると予測される。 

TLP技術開発の動向 

最近の技術開発では、TLPの採用限界水深を大きくすることに焦点が当てられている。前

述したように、TLPの現在の最大設置水深は 1,430メートルである。標準的な TLPサプライ

ヤーである MODEC、SBM、FloaTECの 3社は既存システムに代わるテンドンシステムの可能

性を評価している。水深が増加するとテンドンの重量は飛躍的に大きくなり、可変搭載可

能重量が減るため、TLPの使用が適さなくなる。TLPが大水深に対応するためには、軽量の

テンドンを使用した緊張係留システムを開発する必要がある。従来の TLP設計は、現在開

発段階を目前に控えている超大水深油ガス田における使用に適さないため、テンドンの軽

量化が TLPの市場拡大の鍵を握っている。 
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日本の造船所及び舶用機器サプライヤーにとっての参入機会 

日本の造船所のエンジニアリング経験を利用して TLP向けに軽量化したテンドンを開発

する可能性はあるが、TLPは極めて小規模な成熟市場であり、新規参入するだけの価値があ

るかどうか疑問である。 
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2.6 バージ型生産設備 

バージ型生産設備は FPSOと似ているが貯蔵機能を持たない。生産された油・ガスは海底

パイプラインにより、または近隣の油ガス田のパイプラインインフラを経由して陸上に送

られる。バージ型生産設備は、インドネシア沖に設置された Sea Good 101のような小規模

なものから、Totalがコンゴ沖で運転する N’Kossa FPUまで様々である。水深 10メートル

未満の浅水域で使用されているものもあれば、水深 1,050メートルで運転されているもの

もある。 

稼働中のバージ型生産設備 

2011年 11月現在、稼働中のバージ型生産設備は 8基である。これは 10年前の稼働数（2

基）の 4倍にあたる。図表 2.27は過去 10年間のバージ型生産設備数の推移を示したもの

である。 

図表 2.27 稼働中バージ型生産設備数の推移 

 

現在、バージ型生産設備は主として西アフリカで操業している。図表 2.28に示すように

5基が西アフリカ沖で操業しており、うち 3基がナイジェリア沖、2基がコンゴ沖である。

そのほか 2基がインドネシア沖、1基がメキシコ湾で操業している。メキシコ湾で操業して

いるバージ型生産設備はハリケーンにより沈没した Typhoon TLPの代替設備として建造さ
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れたものである。当該バージ型生産設備は、TLPが使用していた海底パイプラインインフラ

に接続されている。 

図表 2.28 稼働中のバージ型生産設備の設置海域 

 

図表 2.29は現在稼働しているバージ型生産設備のリストであり、生産設備のオーナー別

にまとめられている。 

図表 2.29 稼働中のバージ型生産設備 

 

バージ型生産設備のオーナーシップ 

Totalはコンゴ沖で日量 9万〜12万バレルの原油処理能力を有する大型バージ型生産設

備 2基を保有、運転している。Exprotechは 2基の小型ユニットを保有しており、これらは

ナイジェリア沖の油ガス田オペレーターにリースされている。Chevronはバージ型生産設備
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1基を保有しており、同設備はインドネシア沖ガス田で複数の TLPと併用して運転されてい

る。 

バージ型生産設備の受注残 

2011年 11月現在、建造中のバージ型生産設備は存在しない。 

発注のトレンド 

過去 10年間に発注されたバージ型生産設備は 5基であった。これにはナイジェリア沖向

け 2基、インドネシア沖バージ 1基、メキシコ湾向けバージ 1基が含まれる。図表 2.30に

発注トレンドを示す。 

図表 2.30 過去 10年間のバージ型生産設備発注数 

 

主要機器サプライヤー 

バージ型生産設備の 3 つの基幹構成物はトップサイド設備、船体、係留システムである。 

トップサイドモジュールのサプライヤーは処理設備のコンポーネントや発電セット等を

モジュール化し、バージ型生産設備の船体上に搭載する。大型のプロジェクトでは Technip

のようなトップサイド・インテグレーターが関与することも考えられる。 

船体コンポーネントは FPSOと同様であり、デッキクレーン、居住設備、HVAC（暖房、換

気、及び空調）システム等が必要となるが、貯蔵機能を持たないためタンクポンプは必要

とされない。基本的にバージ型生産設備の船体コンポーネントと舶用機器は、推進装置を

除いて、同様のサイズの新造タンカーに必要とされるものと変わらない。タンカー向けの

舶用機器サプライヤーの多くがバージ型生産設備でも舶用機器の納入契約受注を競ってい
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る。例えば、AC Marineは現代重工建造の Moho Bilondoバージの居住区の HVACシステムを

納入した。 

他の浮体式生産設備と比べて、バージ型生産設備の係留装置は比較的単純である。現在

稼働中のユニットでタレット係留されているものはない。DP搭載バージ 1基を除き、全て

比較的単純なワイヤーロープまたはチェーンを使った多点係留方式を採用している。 

購入決定要因 

バージ型生産設備は海洋工学技術と石油処理プラント技術を組合せた複雑な浮体式設備

である。バージ型生産設備の運転には潜在的な危険性が伴い、故障等により運転が停止し

た場合に経済的なロスが大きいことから、バージ型生産設備のオーナーは一般に高品質で

信頼性の高い機器にプレミアムを支払うことを厭わない。 

Chevronや Totalなどの油ガス田オペレーターがバージ型生産設備の購入の意思決定を行

う。最近調達されたバージ型生産設備では、オペレーターが設置場所の油ガス田の特性に

合わせて主要システムを指定した。 

また、バージ型生産設備の改造・新造契約は、一般に少数の指名業者の競争入札にかけ

られる。 

規則及び指針 

バージ型生産設備の設計及び建造の規則及び指針を様々な船級協会が作成している。例

えば、ABSは「オフショア設置施設の建造及び船級検査ガイド」(2009年)及び「浮体式生

産設備の建造及び船級検査規則」（2009年）でバージ型生産設備の規則・指針を規定して

いる。 

バージ型生産設備の需要予測 

今後 10年間のバージ型生産設備の発注ペースは、過去 10年間と同水準と予測される。

小規模なバージ型生産設備を使用しうる浅水深プロジェクト、West Senoのように TLPと併

用してバージ型生産設備を使用しうる大水深プロジェクトが時折発生すると考えられ、全

体的に発注ペースは隔年に 1基程度と予測される。 

技術開発の動向 

Helix Producerは係留システムとして DPを用いた初めてのバージ型生産設備であった。

タンカーを使った積出の代わりに、原油の送出にはパイプラインが使用されている。ただ
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し、Helix Producerは異例であり、転覆した TLPの代替設備として既に敷設されていたパ

イプラインインフラに接続されたものである。業界では、DP搭載バージ型生産設備と DP 

FSO(DP搭載浮体式貯蔵積出設備)を併用して石油を積み出すコンセプト、または隣接する油

ガス田へパイプラインで送出するコンセプトへの関心が見られる。 

日本の造船所と舶用機器サプライヤーにとっての参入機会 

バージ型生産設備市場は極めて小規模である。しかし、今後のバージ式生産設備に搭載

されるワイヤー係留索、チェーン、その他の様々な甲板機械は、日本の舶用機器サプライ

ヤーにとって潜在的な市場となる可能性がある。 
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2.7 FLNG(浮体式天然ガス液化設備) 

FLNGは LNGサプライチェーンの最上流で使用されることを意図したもので、大規模な海

底ガス田上またはその近傍に設置された浮かぶ天然ガス液化プラントと言える。 

FLNGの特性 

FLNGには、年間 100万トン〜500万トンの生産能力を有する混合冷媒方式または窒素エ

キスパンダー方式の液化設備が使用される。LNG貯蔵タンク内蔵した大型の新造船体上にプ

ラントが搭載される。海底坑井からのガスはパイプラインにより FLNGに移送され、液化さ

れる。液化された天然ガス（LNG) は FLNG 船上の極低温タンクに貯蔵され、LNG船に積み

出され、LNG受入ターミナルへ輸送される。 

FLNGにはいくつかの利点がある。まず、FLNGは離岸距離の大きいガス田から陸上まで産

出ガスを輸送するためのパイプラインインフラを必要としない。また、造船所で連続建造

することができる。さらに、海上に設置することから、LNG生産プラントに対する「うちの

裏庭にはお断り（NIMBY）」式の環境上の反対を避けることができる。FLNGはガス田が枯渇

した後、移動して再利用することも可能であるが、新しい設置先のガス特性に合わせるた

めに、搭載されている天然ガス前処理設備を大幅に変更する必要があると考えられる。 

短所は、FLNGトップサイドプラントの重量と規模に関する技術的な問題が完全に解決さ

れていない点である。また、LNG生産における分離プロセスは船舶の動揺に敏感であり、外

海環境での利用が制限される。FLNGの安全性及び保険付保が可能かどうかは、現時点では

不明である。Shellが開発している FLNGのような大型の FLNG船体を建造することのできる

施設は極めて限られている。引渡し時の最終的な建造コストも未知数であり、実証が待た

れる。 

稼働中の FLNG 

現在稼働中の FLNGは存在しない。 

受注残 

2011年 5月、Shellはオーストラリア沖の Preludeガス田開発プロジェクトにおける

FLNGの最終投資決定を行い、世界初の FLNG建造に取り組むことを発表した。同 FLNGは離

岸距離 200キロメートル、水深 250メートルの地点に設置され、世界最大の浮体式洋上設

備となる。全長 488メートル、鋼材重量 26万トンで、年間 360万トンの LNG、130万トン
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のコンデンセート、40万トンの LPGの生産能力を有する。設計仕様によれば、同 FLNGは

25年間恒久的に係留できるとされている。 

Technip/サムスンが Shell向けに複数の FLNGを設計・建造する長期契約の下で Prelude 

FLNGの建造契約を受注しており、建造契約額は 3.275兆ウォン 、建造契約期間は 2011年

6月～2016年 9月である。 

  

主要機器サプライヤー 

FLNGの 3つの基幹構成物はトップサイドプラント、船体、係留システムである。 

FLNGのトップサイドプラントは極めて複雑で高価な設備である。不活性ガス生産、圧縮

ガス前処理、LPG回収、液化、LNG/LPG積出しのための様々なコンポーネントとシステムを

完備した、ガス処理/液化プラントが搭載される。Preludeのトップサイドについては、Air 

Productsが LNG熱交換器を、GEがスチームタービン・コンプレッサを、FMC Technologies

が海底生産システム及び関連トップサイド機器を供給することになっている。 

FLNGの船体は LNG船と似ているが、デッキは大重量のトップサイドプラントを支持でき

るように設計される。タレット係留装置が使用され、洋上で LNGを積み出すための様々な

システムが搭載される。LNG船向けのマリンシステムや機器を扱うメーカーは FLNGでも同

様の製品を供給する機会がある。これらには格納システム、極低温サブマージドポンプ、

極低温トランスファーシステム等が含まれる。 
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